
 
札幌市民憲章推進会議会則 

（最近改正 平成 28年 5 月 30日） 

（名称） 

第１条 この会議は、札幌市民憲章推進会議という。 

（目的） 

第２条 この会議は、札幌市民憲章の周知を図り市民憲章が真に市民生活の中に融和し、より豊か

な市民となるために適切な実践案を策定し、これを推進することを目的とする。 

（構成） 

第３条 この会議は、市内各団体の代表者をもって構成する。 

２ 構成員の補充は構成員 3名以上の推薦により、常任委員会において決定し、議長が委嘱する。

ただし、職務上の異動の場合は、その後任者をあてる。 

３ この会議は、第 1項の規定にかかわらず、特に必要と認めた者を構成員とすることができる。 

（役員） 

第４条 この会議には、次の役員を置く。 

議長 1 名  副議長 若干名  常任委員 若干名  監査委員 若干名 

２ 前項の役員は構成員の互選による。 

３ 役員に欠員を生じたときは、前項の規定により補充するものとする。 

ただし、職務上の事由による場合は、前条第 2項ただし書きの規定を準用する。 

（役員の任期） 

第５条 役員の任期は、選任後 2年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する総会の終結の

時までとする。ただし、再任を妨げない。 

２ 欠員により補充された役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（役員の職務） 

第６条 議長はこの会議を代表し会務を総理する。 

２ 副議長は議長を補佐し、議長に事故あるときは、その職務を代行する。 

３ 常任委員は議長及び副議長をたすけ、この会議の業務を処理する。 

４ 監査委員はこの会議の会計並びに業務の運営状況を監査する。 

（顧問） 

第７条 この会議に顧問を若干名おくことができる。 

２ 顧問は、総会の議決を経て議長が委嘱する。 

（会議） 

第８条 この会議に総会及び常任委員会を設ける。 

（総会） 

第９条 総会は、毎年 1 回開催する。ただし、議長が必要と認めるときは、臨時に開催することが

できる。 

２ 総会は、議長が招集する。 

３ 総会は、次の事項を審議する。 

(1) 会則の改正に関すること。 



 
(2) 事業計画及び事業報告に関すること。 

(3) 予算及び決算に関すること。 

(4) 前各号に掲げるもののほか、議長が特に必要と認めること。 

（常任委員会） 

第 10条 常任委員会は、第 4条第 1項の役員をもって構成する。 

２ 常任委員会には、構成員の互選により、常任委員の中から委員長 1名、副委員長若干名を置く。 

３ 常任委員会は、委員長が必要と認めたときに開催するものとし、委員長が招集する。 

４ 常任委員会は、次の事項を審議し、又は実施する。 

(1) 総会に提出すべきこと。 

(2) この会議の運営の細部に関すること。 

（会計） 

第 11条 この会議は、寄付金その他の収入をもって、この会議の運営及びこの会議の目的を達成す

るために必要な事業等を行うものとする。 

（会計区分） 

第 12条 この会議の会計は、一般会計及び特別会計とする。 

２ この会議に、周年行事の実施等に要する費用に充てるため、周年記念行事等特別会計を設置す

る。 

３ 周年行事等特別会計に属する現金は、同一年度内に限り一般会計に貸し付けることができるも

のとする。 

４ 前項による貸付は利息を付さないで行うことができるものとする。 

（会計年度） 

第 13条 この会議の会計年度は、4 月 1日から翌年 3月 31日までとする。 

（専門委員） 

第 14条 議長は、この会議の運営等につき必要と認めるときは、この会議に専門委員を置くことが

できる。 

（事務局） 

第 15条 この会議の事務を処理するため、札幌市市民文化局内に事務局を置く。 

（補足） 

第 16条 この会則に定めるもののほか、必要な事項については、議長が定める。 

 

附 則 

この会則は、昭和 47年 5 月 31日から施行する。 

附 則 

この会則は、平成 17年 4 月 1日から施行する。 

附 則 

この会則は、平成 20年 6 月 9日から施行する。 

附 則 

この会則は、平成 28年 4 月 1日から施行する。 


